
沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

辺
地
対
策
事
業
債
の
概
要

辺
地
対
策
事
業
債
は
、
辺
地
と
そ
の
他
の
地
域
と
の
間
に
お
け
る
住
民
の
生
活
文
化
水
準
の
著
し
い
格
差
の
是
正
を

図
る
た
め
、
公
共
的
施
設
等
の
整
備
を
行
う
事
業
の
財
源
と
し
て
特
別
に
発
効
が
認
め
ら
れ
た
地
方
債
（
市
町
村
が

行
う
借
り
入
れ
）
で
あ
る
。

対
象
事
業

財
政
上
の
優
遇
措
置

国
庫
補
助
（
80

%
)

充
当
率
は
原
則

10
0%

 (公
営
債
対
象

50
%

)
元
利
償
還
金
の

80
%
は
、
普
通
交
付
税
の
基
準
財
政
需
要
額

に
算
入
さ
れ
る
。

(他
の
地
方
債
よ
り
高
率
で
あ
る
）

【
国
庫
補
助
事
業
】
※
一
括
交
付
金
の
場
合

辺
地
債

(2
0%

)

普
通
交
付
税
措
置

（
辺
地
債
の
う
ち

80
%

)
実
質
的
な
市
町
村
負
担

(辺
地
債
の
う
ち

20
%
、
事
業

費
の

4％
)

【
地
方
単
独
事
業
】

辺
地
債

(1
00

%
)

普
通
交
付
税
措
置

（
80

%
)

実
質
的
な
市
町
村
負

担
(2

0%
)

○
産
業
振
興
施
設
等

農
林
業
、
地
場
産
業
、
観
光
関
連
施
設

等

○
交
通
通
信
施
設
等

市
町
村
道
、
農
林
道
、
電
気
通
信
施
設

等

○
厚
生
施
設
等

消
防
施
設
、
保
育
所
、
老
人
福
祉
施
設

等

○
教
育
文
化
施
設

公
立
小
中
学
校
教
員
住
宅
、
体
育
施
設
、
公
民
館

等

辺
地
の
要
件

役
場
、
医
療
機
関
、
小
中
学
校
等
ま
で
の
距
離
が
遠
く
、
交

通
条
件
や
自
然
的
条
件
等
に
恵
ま
れ
な
い
山
間
地
、
離
島
な

ど
の
へ
ん
ぴ
な
地
域

沖
縄
県
で
辺
地
を
有
す
る
市
町
村

２
２
市
町
村

（
市
町
村
内
の
字
等
を
区
域
と
す
る
）

※
辺
地
総
合
整
備
計
画
に
基
づ
き
実
施
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

過
疎
対
策
事
業
債
の
概
要

過
疎
対
策
事
業
債
は
、
人
口
の
減
少
に
よ
り
、
そ
の
地
域
に
お
け
る
教
育
、
医
療
、
防
災
な
ど
の
基
礎
的
な
生
活
条
件
の
確

保
に
支
障
を
き
た
す
よ
う
に
な
る
と
と
も
に
、
産
業
の
担
い
手
不
足
と
い
っ
た
生
産
機
能
の
維
持
が
困
難
な
地
域
に
お
い
て
、

総
合
的
か
つ
計
画
的
な
対
策
を
実
施
す
る
た
め
、
過
疎
地
域
の
市
町
村
が
行
う
事
業
の
財
源
と
し
て
、
特
別
に
発
効
が
認
め
ら

れ
た
地
方
債
（
市
町
村
が
行
う
借
り
入
れ
）
で
あ
る
。

○
産
業
振
興
施
設
等

農
林
業
、
地
場
産
業
、
観
光
関
連
施
設
、
漁
港
施
設

港
湾
施
設
、
３
セ
ク
へ
の
出
資
等

○
交
通
通
信
施
設
等

市
町
村
道
、
農
林
道
、
電
気
通
信
施
設
等

○
厚
生
施
設
等

消
防
施
設
、
保
育
所
、
老
人
福
祉
施
設
、
一
般
廃
棄

物
処
理
施
設
、
火
葬
場
、
障
害
者

(児
)福
祉
施
設

等
○
教
育
文
化
施
設

公
立
小
中
学
校
の
校
舎
、
公
民
館
、
図
書
館

等
○
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用
す
る
た
め
の
施
設

○
集
落
再
編
整
備

○
過
疎
地
域
持
続
的
発
展
特
別
事
業
（
ソ
フ
ト
事
業
）

生
活
交
通
の
確
保
、
地
域
医
療
の
確
保
、
集
落
の

維
持
・
活
性
化
を
図
る
た
め
の
ソ
フ
ト
事
業

等

対
象
事
業

財
政
上
の
優
遇
措
置

国
庫
補
助
（
80

%
)

充
当
率
は
原
則

10
0%

  (
公
営
債
対
象

50
%
、
集
落
再
編

75
%

)
元
利
償
還
金
の

70
%
は
、
普
通
交
付
税
の
基
準
財
政
需
要
額
に
算

入
さ
れ
る
。

(他
の
地
方
債
よ
り
高
率
で
あ
る
）

【
国
庫
補
助
事
業
】
※
一
括
交
付
金
の
場
合

過
疎
債

(2
0%

)

普
通
交
付
税
措
置

（
過
疎
債
の
う
ち

70
%

)
実
質
的
な
市
町
村
負
担

(過
疎
債
の
う
ち

30
%
、

事
業
費
の

6％
)

【
地
方
単
独
事
業
】

過
疎
債

(1
00

%
)

普
通
交
付
税
措
置

（
70

%
)

実
質
的
な
市
町
村
負
担

(3
0%

)

過
疎
の
要
件

人
口
減
少
率
及
び
財
政
力
要
件
の
基
準
を
満
た
す
市
町
村

沖
縄
県
内

過
疎
市
町
村

１
７
市
町
村
（
一
部
過
疎
含
む
）

特
定
特
別
市
町
村

２
町
村
（
卒
業
団
体
）

※
市
町
村
過
疎
計
画
に
基
づ
き
実
施
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

過
疎
対
策
事
業
債
の
活
用
例

村
営
バ
ス
の
運
行
（国
頭
村
）

定
住
促
進
住
宅
の
建
設

全
国
離
島
交
流
中
学
生
野
球
大
会
へ
の

派
遣
（
竹
富
町
）

学
習
塾
の
運
営
（本
部
町
）

本
部
高
等
学
校
に
通
う

生
徒
の
学
習
環
境
の
整

備
や
学
習
意
欲
の
向
上

を
図
る
た
め
、
地
域
と

学
校
が
連
携
し
た
学
習

塾
を
開
設
。

全
国
の
離
島
チ
ー
ム
と
の

交
流
試
合
、
元
プ
ロ
野
球

選
手
の
野
球
教
室
な
ど
、

野
球
を
通
し
て
の
人
づ
く

り
、
交
流
促
進
を
図
る
こ

と
を
目
的
に
町
内
中
学
生

を
派
遣
。

人
口
の
流
出
を
防
ぎ
、

子
育
て
世
代
（
若
者
）

を
中
心
と
し
た
定
住
人

口
の
増
加
を
図
る
た
め
、

定
住
促
進
住
宅
を
整
備
。

公
共
交
通
の
空
白
地
帯
に
村

営
バ
ス
を
運
行
し
、
生
活
交

通
を
確
保
。

運
営
２
系
統

奥
線
（
辺
戸
名
～
奥
）

東
線
（
辺
戸
名
～
安
波
・
楚
洲
）

イ
メ
ー
ジ
画
像

イ
メ
ー
ジ
画
像
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

辺
地
債
・
過
疎
債
の
主
な
変
更
点

１
辺
地
債
の
R
6
変
更
点

・
地
方
債
計
画
額
が
５
７
０
億
円
に
増
額
（
対
前
年
比
3
0
億
円
増
）

・
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
資
金
に
つ
い
て
、
６
６
億
円
（
前
年
度
比

40
億
円
増
）
確
保

２
過
疎
債
の
R
6
変
更
点

・
地
方
債
計
画
額
が
５
,７
０
０
億
円
に
増
額
（
対
前
年
比
3
0
0
億
円
増
）

・
過
疎
地
域
に
お
け
る
脱
炭
素
化
の
取
組
を
推
進
す
る
た
め
、
「
脱
炭
素
化
推
進
特
別
分
」
を
創
設

・
令
和
６
年
度
は
ソ
フ
ト
分
の
弾
力
運
用
（
限
度
額
超
分
）
は
原
則
と
し
て
実
施
せ
ず
、
ハ
ー
ド
分
へ
流

用
を
予
定

・
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
資
金
に
つ
い
て
、
１
，
４
３
０
億
円
（
前
年
度
比

50
0億
円
増
）
を
確
保
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

辺
地
債
・
過
疎
債
の
主
な
変
更
点

（
参
考
）
償
還
期
限
及
び
据
置
期
間

固
定

利
率
見
直
し

固
定

利
率
見
直
し

辺
地
対
策
事
業

診
療
施
設
の
う
ち
診
療
所
及
び
職
員
宿
舎

1
0
（
２
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

下
水
道
施
設

1
0
（
２
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

4
0
（
５
）

義
務
教
育
諸
学
校
施
設

1
0
（
２
）

2
5
（
３
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

飲
用
水
供
給
施
設
（
簡
易
水
道
施
設
等
）

1
0
（
２
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

4
0
（
５
）

そ
の
他
施
設

1
0
（
２
）

1
0
（
２
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

過
疎
対
策
事
業

診
療
施
設
の
う
ち
病
院
、
診
療
所
及
び
職
員
宿
舎

1
2
（
３
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

下
水
道
施
設

1
2
（
３
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

4
0
（
５
）

義
務
教
育
諸
学
校
及
び
高
等
学
校
施
設

1
2
（
３
）

2
5
（
３
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

簡
易
水
道
施
設

1
2
（
３
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

4
0
（
５
）

港
湾
施
設

1
2
（
３
）

1
2
（
３
）

3
0
（
５
）

4
0
（
５
）

一
般
廃
棄
物
処
理
施
設

1
2
（
３
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

そ
の
他
施
設

1
2
（
３
）

1
2
（
３
）

3
0
（
５
）

3
0
（
５
）

過
疎
債
ソ
フ
ト

1
2
（
３
）

1
2
（
３
）

1
2
（
３
）

1
2
（
３
）

財
政
融
資

機
構
資
金

対
象
事
業

※
R
６
年
度
か
ら
過
疎
債
の
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
利
率
見
直
し
方
式
の
償
還
年
限
が

30
年
に
延
長
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

辺
地
債
・
過
疎
債
の
主
な
変
更
点
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

辺
地
債
・
過
疎
債
の
主
な
変
更
点
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

辺
地
債
・
過
疎
債
の
主
な
変
更
点
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

過
疎
地
域
持
続
的
発
展
特
別
事
業
（
過
疎
債
ソ
フ
ト
）
と
は

平
成
2
2
年
の
過
疎
法
の
一
部
改
正
に
よ
り
、
い
わ
ゆ
る
ソ
フ
ト
事
業
の
実
施
に
つ
き
、

当
該
市
町
村
が
必
要
と
す
る
経
費
が
新
た
に
対
象
と
さ
れ
た
（発
行
額
は
、
総
務
省
令

に
基
づ
き
、
市
町
村
毎
に
算
出
さ
れ
る
発
行
限
度
額
の
範
囲
内
）。

対
象
と
す
る
経
費
は
、
住
民
の
日
常
的
な
移
動
の
た
め
の
交
通
手
段
の
確
保
、
地
域

医
療
の
確
保
、
集
落
の
維
持
及
び
活
性
化
そ
の
他
の
住
民
が
将
来
に
わ
た
り
安
全
に

安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
地
域
社
会
の
実
現
を
図
る
事
業
（
基
金
の
積
立
て
を
含

む
。
）
に
つ
き
、
当
該
市
町
村
が
必
要
と
す
る
経
費
（
出
資
及
び
施
設
の
整
備
に
つ
き
必

要
と
す
る
経
費
を
除
く
。
）
で
、
次
の
経
費
を
除
く
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

①
市
町
村
の
行
政
運
営
に
通
常
必
要
と
さ
れ
る
内
部
管
理
経
費

②
法
令
に
基
づ
き
負
担
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
経
費

③
地
方
債
の
元
利
償
還
金
に
要
す
る
経
費

④
地
域
の
持
続
的
発
展
に
資
す
る
こ
と
な
く
効
果
が
一
過
性
で
あ
る
事
業
に
要
す

る
経
費
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

過
疎
債
ソ
フ
ト
の
発
行
限
度
額
に
つ
い
て

【
算
式
】

A
×
（
0
.5
1
－
B
）
×
1
/
1
5

※
最
低
限
度
額
：
3
,5
0
0
万
円

【
留
意
事
項
】

①
旧
法
の
過
疎
団
体
は
、
上
記
の
算
式
で
算
出
し
た
額
が
、
令
和
２
年
度
の

発
行
限
度
額
を
下
回
る
場
合
、
そ
の
差
額
に
以
下
の
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を

加
算

②
過
疎
市
町
村
の
発
行
限
度
額
は
、
最
大
２
倍
ま
で
引
き
上
げ
る
弾
力
運
用

の
規
定
あ
り
。

→
R
6
年
度
は
弾
力
運
用
を
実
施
し
な
い
予
定
と
な
っ
て
お
り
、
限
度
額
超
分
の

協
議
は
認
め
ら
れ
な
い
可
能
性
が
あ
る
。

A
：
前
年
度
の
基
準
財
政
需
要
額

B
：
財
政
力
指
数

R3
R4

R5
R6

R7
R8

R9
※

1.
0

0.
9

0.
7

0.
5

0.
3

0.
1

0.
1

※
卒
業
団
体
の
う
ち
、
財
政
力
指
数
が
0.
4を
下
回
る
団
体
の
み
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

特
に
留
意
し
て
い
た
だ
き
た
い
点

•
補
助
事
業
が
未
採
択
、
地
権
者
と
の
交
渉
が
済
ん
で
い
な

い
、
予
算
計
上
さ
れ
て
い
な
い
等
の
事
業
実
施
が
不
確
実

な
事
業
に
つ
い
て
は
、
１
次
分
で
は
な
く
２
次
分
と
し
て
計
上

し
て
く
だ
さ
い
。

•
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
又
は
緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策

事
業
債
の
対
象
と
な
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
当
該
事
業
債

を
ご
活
用
く
だ
さ
い
。
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

参
考
書
籍
に
つ
い
て

令
和

3年
施
行
新
過
疎
法
対
応
過
疎
・

辺
地
債
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク

逐
条
解
説
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展

の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
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令和６年度辺地債及び過疎債に係る申請一覧表等（１次分） 

の提出について（依頼） 

 

 辺地対策事業債及び過疎対策事業債については、令和６年４月〇日付け企市第

〇号「令和６年度起債計画書等の提出について（通知）」で示したものに加えて、提出

すべき書類は下記のとおりです。各事業の説明に必要なものを不備のないよう地域・

離島課まで提出をお願いします。 

 

記 

 

 提出書類 ： 別添１「提出様式集」のとおり 

 

 提出方法 ： 紙ベース（１部） 

 

       ※但し、以下の書類はメールによりデータの送信もお願いします。 

       ①令和６年度（過疎・辺地）対策事業債 申請一覧表 

        ②起債協議等一覧表【通常収支対応分】 

       ③過疎対策事業債（過疎地域持続的発展特別事業分）付表 

  

 提出期限 ： 令和６年４月２６日（金） 

 

 留意事項 ： ・協議においては、起債計画書毎に起債要望額が適正に算出されて

いるかを確認します。事業概要資料（ポンチ絵・積算書・契約書等）や

交付決定通知書等では、起債計画書の事業費や各種財源の金額を

追っていきます。スムーズな金額の確認は、ヒアリングの短縮につなが

りますので、該当箇所のマーカーや積算等の方法・結果を追記（手書

き可）するなど、ご協力をお願いします。 
 
          ・補助事業が未採択、地権者との交渉が済んでいない、予算計上され

ていない等の事業実施が不確実な事業については、１次分ではなく２

次分で協議してください。 
 

・緊急防災・減災事業債又は緊急自然災害防止対策事業債の対象と

なる事業については、当該事業債を活用してください。 

 

    【担当者・問い合わせ先】 

     沖縄県企画部地域・離島課 地域振興班 TEL 098-866-2370 

       

        吉村 紅音  (辺地債） mail ：yoshmura@pref.okinawa.lg.jp 

        伊良波 豪   （過疎債） mail ：irahagou@pref.okinawa.lg.jp 
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提出資料一覧

ファイ
ル番号

申請の
ある全
団体

該当団体 メール送信
紙提出
（１部）

- 　（過疎・辺地）対策事業債　申請一覧表 01 ○ ○ ○

- 起債協議等一覧表【通常収支対応分】 02 ○ ○ ○

-
起債計画書
＊「起債計画書記載要領」により作成する。

03 ○ ○

-
過疎対策事業債（過疎地域持続的発展特別事業分）付表（指定様式）
＊「記入要領」により作成する。

04 ○ ○ ○

-

辺地に係る総合整備計画（該当事業費・起債額等を記載している頁）の
写、過疎地域持続的発展計画（該当事業を記載している本文中の表の
頁。過疎債ソフト事業は、事業内容、事業の必要性、事業効果の記載箇
所）の写

○ ○

- 予算措置状況の確認資料（議決済み予算書等） ○ ○

-
補助事業については交付決定書(写)、
交付決定していない場合は内示の通知(写）及び補助金交付申請書

○ ○

- 事業概要説明資料（ポンチ絵、積算書、契約書等） ○ ○

-
事業の概要を示す図面
（施行場所を示す地図、施設配置図、完成予想図等）

○ ○

- 起債ヒアリングチェック表 05 ○ ○

-

経常収支の見込調
*市町村が自ら行う地場産業の振興に資する施設、観光又はﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設、
農業（畜産業を含む）、林業又は漁業の経営の近代化のための施設について作
成すること。
＊「記載要領」により作成する。

06 ○ ○

-

負担金又は補助金に係る事業概要書
*公共的団体に対する負担金又は補助金について、辺地及び過疎対策事業債
を充当する場合は、当該負担金又は補助金に係る事業について記載すること。
*「記載要領」により作成する。

07 ○ ○

-

出資金に関する調書(過疎債）
*第三セクター等の法人に対して、過疎対策事業債を充当して出資する団体は
必ず作成すること。
*「記載要領」により作成する。

08 ○ ○

-
事務費も起債の対象経費とする場合は、各補助の補助率と事務費の算
定を明示した書類

○ ○

- その他事業説明に必要な書類 ○ ○

資料名

頁

市町村課から送信済み（再送）

市町村課から送信済み（再送）

市町村課から送信済み（再送）
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別紙

【ヒアリング内容】

①起債対象事業か確認

②辺地総合整備計画又は過疎地域持続的発展計画で計画している事業

か、起債額は範囲内かなど

③事業主体の確認

④事業概要を詳細に説明すること

⑤事業の着工年月日、完成(予定）年度の確認

⑥道路、農道等は幅員、延長（過疎債の産業振興の「農道」は、受益面積を

確認）図面で確認できるようにすること。

⑦予算措置状況（予算議決（予定）年月日、起債限度額など確認）

⑧補助事業は内示状況等（内示通知、交付申請書、交付決定通知など）

⑨補助率及び補助額の確認

⑩事務費の算入率は適正か確認

⑪起債対象外経費が含まれていないか確認（消耗品的なもの、一般的調査費

等が含まれていないかなど確認）

⑫備品の耐用年数５年以上かつ２０万円以上か確認

⑬起債額が１０万円未満の端数はついていないか確認

⑭用地の取得費が含まれる場合、原則として当該年度に施設の建設事業を行

うもの及び用地の取得と併せて造成事業又は設計を行うもので次年度以降に

施設建設が確実に行われる見込みのあるものであるか。

⑮解体撤去費が含まれる場合、起債対象となる経費かどうか。

⑯事業施行の制限事項はないか確認

⑰その他必要な事項のヒアリング

⑱過疎対策事業債（過疎地域持続的発展特別事業分）については、資金区分を

確認
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ふ
　
り
　
が
　
な

（
単
位
：
千
円
）

事
　
業
　
名

充
当

契
約
年
月
日

完
成
年
月
日

（
対
象
施
設
名
）

国
庫
補
助
県
補
助
金
他
の
特
財
起
　
　
債
一
般
財
源

率
（
％
）
（
予
定
）

（
見
込
）

１
次

(0
)

２
次

１
次

(0
)

２
次

１
次

(0
)

２
次

１
次

(0
)

２
次

１
次

(0
)

２
次

１
次

(0
)

２
次

１
次

(0
)

２
次

１
次

(0
)

２
次

１
次

(0
)

２
次

0
１
次

0

(0
)

２
次

0
（
１
）
「
施
設
区
分
」
「
整
理
番
号
」
欄
に
は
別
シ
ー
ト
（
別
紙
　
対
象
事
業
一
覧
表
）
の
該
当
す
る
番
号
を
選
択
し
、
そ
の
番
号
の
若
い
順
に
記
載
す
る
こ
と
。

（
２
）
優
先
順
位
は
必
ず
記
載
す
る
こ
と
。

令
和
６
年
度
　
　
（
過
疎
・
辺
地
）
対
策
事
業
債
　
申
請
一
覧
表

市
町
村
名
：

担
当
者
名
：

　
　
担
当
課
名
：

連
絡
先
T
E
L
：

優
先

順
位
事
業

区
分
整
理

番
号
継
続
・
新
規

区
分

事
業
費

左
の
財
源
内
訳

備
考

辺
地
名

継
続
・
新
規

0
#
D
IV
/
0
!

継
続
・
新
規

0
#
D
IV
/
0
!

継
続
・
新
規

0
#
D
IV
/
0
!

継
続
・
新
規

0
#
D
IV
/
0
!

継
続
・
新
規

0
#
D
IV
/
0
!

継
続
・
新
規

0
#
D
IV
/
0
!

継
続
・
新
規

継
続
・
新
規

0
#
D
IV
/
0
!

0
#
D
IV
/
0
!

（
７
）
起
債
要
望
額
の
内
訳
を
備
考
欄
に
記
載
す
る
こ
と
。
要
望
額
の
合
計
は
予
定
額
一
覧
表
の
「
起
債
予
定
額
」
の
合
計
と
一
致
さ
せ
る
。

合
　
　
　
　
　
計

0
0

0
0

0

（
８
）
２
次
分
、
最
終
分
の
提
出
の
際
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
起
債
の
計
上
が
あ
る
事
業
の
み
を
記
載
。
（
１
次
分
の
み
の
事
業
は
２
次
分
以
降
は
記
載
し
な
い
）

【
記
入
要
領
】

（
３
）
継
続
事
業
の
辺
地
債
、
過
疎
債
間
の
組
み
替
え
は
避
け
る
こ
と
。

（
４
）
辺
地
債
、
過
疎
債
以
外
の
地
方
債
は
、
「
起
債
」
欄
に
（
　
）
外
書
き
す
る
こ
と
。

（
５
）
辺
地
債
に
つ
い
て
は
、
「
辺
地
名
」
欄
に
辺
地
名
を
記
入
す
る
こ
と
。

（
６
）
市
町
村
が
他
団
体
へ
の
負
担
金
ま
た
は
補
助
金
に
起
債
を
充
当
す
る
場
合
は
、
負
担
金
ま
た
は
補
助
金
の
み
を
事
業
費
と
し
て
記
入
す
る

0

起
債

議
決
済
額

辺
地
計
画

起
債
額

補
正

議
決
予
定

辺
地
計
画

変
更
予
定

（
９
）
黄
色
の
セ
ル
が
全
て
無
く
な
っ
て
か
ら
提
出
し
て
下
さ
い
。
（
た
だ
し
、
過
疎
債
に
つ
い
て
は
、
「
辺
地
名
」
が
黄
色
の
ま
ま
で
提
出
し
て
下
さ
い
。
）

0

0
#
D
IV
/
0
!

継
続
・
新
規
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ふ
　

り
　

が
　

な

（
単

位
：
千

円
）

事
　

業
　

名
充

当
契

約
年

月
日

完
成

年
月

日

（
対

象
施

設
名

）
国

庫
補

助
県

補
助

金
他

の
特

財
起

　
　

債
一

般
財

源
率

（
％

）
（
予

定
）

（
見

込
）

1
1
0
,0

0
0

１
次

1
0
0
0
0

○
○

( 
  

  
  

)
２

次

1
2

2
,0

0
0

１
次

1
,0

0
0

△
△

( 
  

  
  

)
２

次
1
,0

0
0

2
0

5
,0

0
0

１
次

( 
  

  
  

)
２

次
5
,0

0
0

□
□

１
次

( 
  

  
  

)
２

次

１
次

( 
  

  
  

)
２

次

１
次

( 
  

  
  

)
２

次

１
次

( 
  

  
  

)
２

次

１
次

( 
  

  
  

)
２

次

1
7
,0

0
0

１
次

1
1
,0

0
0

( 
  

  
  

)
２

次
6
,0

0
0

（
１

）
「
施

設
区

分
」
「
整

理
番

号
」
欄

に
は

別
シ

ー
ト

（
別

紙
　

対
象

事
業

一
覧

表
）
の

該
当

す
る

番
号

を
選

択
し

、
そ

の
番

号
の

若
い

順
に

記
載

す
る

こ
と

。

（
２

）
優

先
順

位
は

必
ず

記
載

す
る

こ
と

。

（
８

）
２

次
分

、
最

終
分

の
提

出
の

際
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

起
債

の
計

上
が

あ
る

事
業

の
み

を
記

載
。

（
１

次
分

の
み

の
事

業
は

２
次

分
以

降
は

記
載

し
な

い
）

備
考

0
0

0
1
0
0

H
3
0
.4

H
3
0
.1

2

辺
地

名

1
①

継
続

・
新

規
○

○
線

道
路

改
修

事
業

（
市

町
村

道
）

2
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

令
和

  
年

度
（
過

疎
・
辺

地
）
対

策
事

業
債

　
申

請
一

覧
表

市
町

村
名

：
担

当
者

名
：

　
　

担
当

課
名

：
連

絡
先

T
E
L
：

優
先

順
位

施
設

区
分

整
理

番
号

継
続

・
新

規
区

分
事

業
費

左
の

財
源
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訳
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③

継
続

・
新
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△

△
保
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所

整
備

事
業

（
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育
所

）
1
0
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0
0

8
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0
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0
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H
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3
④

継
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規
□

□
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リ

エ
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シ
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ン
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設
）

5
,0

0
0

0
0

0
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1
0
0

H
3
0
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H
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1
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継
続

・
新

規

継
続

・
新

規

継
続

・
新

規

継
続

・
新

規

継
続

・
新

規

【
記

入
要

領
】

（
３

）
継

続
事

業
の

辺
地

債
、

過
疎

債
間

の
組

み
替

え
は

避
け

る
こ

と
。

（
４

）
辺

地
債

、
過

疎
債

以
外

の
地

方
債

は
、

「
起

債
」
欄

に
（
　

）
外

書
き

す
る

こ
と

。

（
７

）
起

債
要

望
額

の
内

訳
を

備
考

欄
に

記
載

す
る

こ
と

。
要
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額

の
合

計
は

予
定

額
一

覧
表

の
「
起

債
予

定
額

」
の

合
計

と
一

致
さ

せ
る

。

（
５

）
辺

地
債

に
つ

い
て

は
、

「
辺

地
名

」
欄

に
辺

地
名

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
６

）
市

町
村

が
他

団
体

へ
の

負
担

金
ま

た
は

補
助

金
に

起
債

を
充

当
す

る
場

合
は

、
負

担
金

ま
た

は
補

助
金

の
み

を
事

業
費

と
し

て
記

入
す

る

合
　

　
　

　
　

計
3
5
,0

0
0

1
8
,0

0
0

0
0

0
1
6
0
0
0

起
債

議
決

済
額

1
0
,0

0
0

2
,0

0
0

4
,0

0
0

補
正

議
決

予
定

辺
地

計
画

起
債

額
辺

地
計

画
変

更
予

定

６
月

4
0
0
0

６
月

（
９

）
黄

色
の

セ
ル

が
全

て
無

く
な

っ
て

か
ら

提
出

し
て

下
さ

い
。

（
た

だ
し

、
過

疎
債

に
つ

い
て

は
、

「
辺

地
名

」
が

黄
色

の
ま

ま
で

提
出

し
て

下
さ

い
。

）

記
載

例

各
事
業
ご
と
に
優
先
順
位

の
番
号
を
記
入
す
る
。

別
シ
ー
ト
の
「
別
紙
　
対
象
施
設
一
覧
表
」

の
施
設
区
分
の
該
当
す
る
番
号
（
①
～
⑤
）

を
選
択
し
、
記
入
す
る

別
シ
ー
ト
の
「
別
紙
　
対
象
施
設
一
覧
表
」
の

整
理
番
号
の
該
当
す
る
番
号
を
選
択
し
、
記
入

す
る

年
間
の
事
業
費

項
目
を
増
や
し
ま
し
た
。

※
過
疎
は
記
入
不
要

辺
地
名
は
必
ず
記
入
す
る
こ

と
。
複
数
記
入
も
可

要
望
額
の
内
訳
を
記
入

１
次
：
１
次
要
望
額

２
次
：
1
次
同
意
済
額
と
２
次
要
望
額
を
記
入

例
）
起
債
2
,0
0
0

　
１
次
　
１
,0
0
0

　
２
次
　
１
,0
0
0

(　
）
は
辺
地
債
以
外
の
起
債
を
入
力
す
る
。

例
え
ば
、
下
水
道
債
、
簡
易
水
道
債
な
ど
。

※
予
定
額
一
覧
表
の

「
起
債
予
定
額
」
の
合
計
と

一
致
さ
せ
る
。

過
疎
、
辺
地
に
○
を
つ
け
る

一
覧
表
は
必
ず
過
疎
、
辺
地
は
別
葉

で
作
成
す
る
こ
と

対
象
施
設
名
に
は

別
紙
「
対
象
施
設
一
覧
表
」
の
施
設
名

を
記
入

Ｒ
３
.２
次
協
議
分

か
ら
項
目
を
追
加

議
決
済
額
が
起
債
額
に
不

足
し
て
い
る
場
合
は
、
補

正
予
算
の
議
決
の
予
定
が

何
月
か
記
入

辺
地
計
画
の
起
債
額
が
、

実
際
の
起
債
額
に
不
足
し

て
い
る
場
合
は
、
辺
地
計

画
の
変
更
の
議
決
の
予
定

が
何
月
か
記
入

17



(別紙） 対象施設一覧表

整理番号 施設名
1 市町村道・橋りょう・渡船施設

2 農道・林道

3 電気通信施設

4 自動車・雪上車

5 除雪機械

6 へき地集会室

7 公民館・その他の集会施設

8 寄宿舎・通学施設

9 学校給食施設

10 教職員住宅

11 診療施設

12 保育所・児童館

13 母子健康センター

14 高齢者保健福祉施設

15 消防施設

16 飲用水供給施設

17 下水処理施設

18 農林漁業経営近代化施設

19 地場産業振興施設

20 観光・レクリエーション施設

21  市町村道・橋りょう

22  農道・林道

21 電灯用電気供給施設⑤
電
気

施
設
区
分

辺地対策事業債

①交
通通
信

②
教
育
文
化

③
厚
生
施
設

④
産
業
振
興

18



(別紙）対象事業一覧表
（R3.6月）

整理番号 事業名
1 移住・定住
2 地域間交流
3 人材育成
4 その他
1 基盤整備
2 漁港施設
3 経営近代化施設
4 地場産業の振興
5 企業誘致
6 企業の促進
7 商業
8 情報通信産業
9 観光又はレクリエーション
10 その他
1 電気通信施設等情報化のための施設
2 その他
1 市町村道
2 農道
3 林道
4 漁港関連道
5 鉄道施設等
6 自動車等
7 渡船施設
8 道路整備機械等
9 その他
1 水道施設
2 下水処理施設
3 廃棄物処理施設
4 火葬場
5 消防施設
6 公営住宅
7 その他

④交通施設、交通
手段確保

⑤生活環境

施設区分
過疎対策事業債

②産業振興

①移住・定住・地域
間交流、人材育成

③地域における情
報化

19



1 児童福祉施設
2 認定こども園
3 高齢者福祉施設
4 介護老人保健施設
5 障害者福祉施設
6 母子福祉施設
7 市町村保健センター及び母子健康包括支援センター
8 その他
1 診療施設
2 特定診療科に係る診療施設
3 その他
1 学校教育関連施設
2 幼稚園
3 集会施設、体育施設等
4 その他
1 過疎地域集落再編整備
2 その他
1 地域文化振興施設等
2 その他
1 再生可能エネルギー利用施設
2 その他
1 基金以外
2 基金
3 限度超分

⑧教育の振興

⑦医療の確保

⑨集落の整備

⑩地域文化の振興

⑫過疎地域持続的
発展特別事業（ソフト
分）

⑥子育て環境、高
齢者等の保健及び
福祉

⑪再生可能エネル
ギー
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※
チ

ェ
ッ

ク
表

は
事

業
ご

と
に

作
成

し
て

下
さ

い
。

１
．

確
認

事
項

1
1

例
）
　

②
産

業
振

興
　

１
基

盤
整

備
1
2

事
業

概
要

の
確

認

事
業

概
要

（
ポ

ン
チ

絵
、

図
面

等
）
が

確
認

で
き

る
資

料
は

添
付

さ
れ

て
い

る
か

事
業

費
の

積
算

が
確

認
で

き
る

資
料

（
積

算
書

、
契

約
書

等
）
は

添
付

さ
れ

て
い

る
か

適
債

性
の

確
認

1
5

市
町

村
の

予
算

措
置

・
起

債
枠

の
議

決
の

状
況

本
体

工
事

を
伴

わ
な

い
除

草
費

等
は

含
ま

れ
て

い
な

い
か

予
算

の
措

置
状

況
（
当

初
予

算
、

○
月

補
正

）

当
該

事
業

に
係

る
発

行
限

度
額

借
入

上
限

利
率

償
還

期
間

 
辺

地
計

画
、

過
疎

計
画

に
お

け
る

掲
載

計
画

に
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
か

仮
設

校
舎

を
賃

貸
借

で
設

置
す

る
場

合
、

当
該

経
費

は
含

ま
れ

て
い

な
い

計
画

に
お

け
る

起
債

額
（
辺

地
債

の
み

）

整
備

対
象

道
路

の
有

効
幅

員
と

延
長

4
過

疎
債

ソ
フ

ト
に

つ
い

て

対
象

外
経

費
は

含
ま

れ
て

い
な

い
か

　
例

）
　

内
部

管
理

費
、

法
令

に
基

づ
く

負
担

経
費

、
元

利
償

還
金

、
効

果
が

一
過

性
の

事
業

特
別

交
付

税
の

算
定

の
対

象
外

と
な

っ
て

い
る

か

限
度

額
内

分
・
限

度
額

超
分

の
別

過
疎

計
画

に
事

業
効

果
が

将
来

に
及

ぶ
こ

と
が

記
載

さ
れ

て
い

る
か

２
．

備
考

年
以

内

千
円

千
円

1
7

％
以

内

1
8

充
当

率
は

何
％

か

起
債

予
定

額
に

1
0
万

円
未

満
の

端
数

は
つ

い
て

い
な

い
か

。

国
庫

支
出

金
、

県
支

出
金

な
ど

は
適

切
に

控
除

さ
れ

て
い

る
か

。
（
県

一
括

交
付

金
、

国
直

轄
事

業
）

1
6

発
行

限
度

額
、

借
入

上
限

利
率

、
償

還
期

間
が

確
認

で
き

る
予

算
書

は
添

付
さ

れ
て

い
る

か

1
4

　
例

）
　

通
常

1
0
0
％

以
内

、
公

営
企

業
債

対
象

は
5
0
％

以
内

、
集

落
再

編
整

備
の

た
め

の
住

宅
7
5
％

以
内

　
　

令
和

  
 年

度
　

過
疎

債
・
辺

地
債

　
起

債
ヒ

ア
リ

ン
グ

チ
ェ

ッ
ク

表

日
時

○
○

対
策

事
業

債
団

体
名

事
業

名
担

当
者

名

1
補

助
事

業
の

採
択

状
況

は
ど

う
か

。
(交

付
決

定
済

、
交

付
申

請
済

、
内

示
済

等
）

過
疎

債
・
辺

地
債

の
対

象
事

業
（
別

紙
　

対
象

事
業

一
覧

表
）
の

該
当

番
号

は
何

に
か

5
用

地
の

取
得

が
含

ま
れ

る
場

合
、

運
用

要
綱

に
合

致
し

て
い

る
か

。
（
原

則
：
次

年
度

に
施

設
建

設
が

確
実

に
見

込
ま

れ
る

）

ｍ
／

　
　

　
ｍ

備
品

購
入

費
は

2
0
万

円
以

上
、

耐
用

年
数

５
年

以
上

か
。

当
該

事
業

の
該

当
箇

所
は

添
付

さ
れ

て
い

る
か

(過
疎

債
は

本
文

中
の

表
）

補
助

金
は

公
共

的
団

体
に

対
す

る
も

の
で

あ
る

か
。

　
（
道

路
公

団
、

土
地

開
発

公
社

、
社

会
福

祉
法

人
、

商
工

会
、

農
業

協
同

組
合

な
ど

）

9

国
、

県
の

補
助

事
業

の
場

合
補

助
率

は
適

正
か

。

一
般

的
調

査
費

等
は

含
ま

れ
て

い
な

い
か

・
負

担
金

は
県

、
一

部
事

務
組

合
、

広
域

連
合

が
実

施
す

る
事

業
に

か
か

る
も

の
で

あ
る

か
。

・
土

地
改

良
事

業
に

か
か

る
負

担
金

に
つ

い
て

は
、

「
国

営
及

び
都

道
府

県
営

土
地

改
良

事
業

に
お

け
る

地
方

公
共

団
体

の
負

担
割

合
の

指
針

」
に

定
め

ら
れ

た
割

合
か

。

6
解

体
撤

去
費

が
含

ま
れ

る
場

合
、

運
用

要
綱

に
合

致
し

て
い

る
か

。
（
原

則
：
既

存
建

物
を

撤
去

し
な

い
と

施
設

の
新

増
築

が
で

き
な

い
）

1
0

産
業

振
興

施
設

、
観

光
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ
ン

施
設

、
農

林
漁

業
経

営
近

代
化

の
共

同
利

用
施

設
は

（
公

営
企

業
会

計
実

施
事

業
を

除
く

）
、

独
立

採
算

性
が

困
難

な
事

業
で

あ
る

か
。

7
事

務
費

算
入

率
は

適
正

か
。

（
補

助
基

準
o
r単

独
の

場
合

2
.7

5
％

）
※

補
助

金
の

事
務

費
が

廃
止

さ
れ

た
も

の
に

つ
い

て
は

運
用

要
綱

に
定

め
る

額
の

範
囲

内
か

。

82
1
3

　
例

）
　

事
前

調
査

、
基

本
設

計
な

ど

少
額

備
品

は
含

ま
れ

て
い

な
い

か

3

台
帳

作
成

経
費

は
含

ま
れ

て
い

な
い

か

補
助

申
請

及
び

実
績

報
告

業
務

経
費

は
含

ま
れ

て
い

な
い

か

車
両

購
入

に
お

け
る

登
録

手
数

料
等

は
含

ま
れ

て
い

な
い

か

　
例

）
　

消
化

器
、

カ
ー

テ
ン

、
厨

房
機

器
な

ど

　
例

）
　

登
録

手
数

料
、

車
検

料
、

自
動

車
重

量
税

、
自

賠
責

保
険

、
車

検
代

行
手

数
料

等
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※
チ

ェ
ッ

ク
表

は
事

業
ご

と
に

作
成

し
て

下
さ

い
。

１
．

確
認

事
項

1
1

例
）
　

①
産

業
振

興
　

１
基

盤
整

備
1
2

事
業

概
要

の
確

認

事
業

概
要

（
ポ

ン
チ

絵
、

図
面

等
）
が

確
認

で
き

る
資

料
は

添
付

さ
れ

て
い

る
か

事
業

費
の

積
算

が
確

認
で

き
る

資
料

（
積

算
書

、
契

約
書

等
）
は

添
付

さ
れ

て
い

る
か

適
債

性
の

確
認

1
5

市
町

村
の

予
算

措
置

・
起

債
枠

の
議

決
の

状
況

本
体

工
事

を
伴

わ
な

い
除

草
費

等
は

含
ま

れ
て

い
な

い
か

予
算

の
措

置
状

況
（
当

初
予

算
、

○
月

補
正

）

当
該

事
業

に
係

る
発

行
限

度
額

借
入

上
限

利
率

償
還

期
間

発
行

限
度

額
、

借
入

上
限

利
率

、
償

還
期

間
が

確
認

で
き

る
予

算
書

は
添

付
さ

れ
て

い
る

か

 
辺

地
計

画
、

過
疎

計
画

に
お

け
る

掲
載

計
画

に
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
か

仮
設

校
舎

を
賃

貸
借

で
設

置
す

る
場

合
、

当
該

経
費

は
含

ま
れ

て
い

な
い

計
画

に
お

け
る

起
債

額
（
辺

地
債

の
み

）

整
備

対
象

道
路

の
有

効
幅

員
と

延
長

4
1
8

過
疎

債
ソ

フ
ト
に

つ
い

て

対
象

外
経

費
は

含
ま

れ
て

い
な

い
か

　
例

）
　

内
部

管
理

費
、

法
令

に
基

づ
く

負
担

経
費

、
元

利
償

還
金

、
効

果
が

一
過

性
の

事
業

特
別

交
付

税
の

算
定

の
対

象
外

と
な

っ
て

い
る

か

限
度

額
内

分
・
限

度
額

超
分

の
別

過
疎

計
画

に
事

業
効

果
が

将
来

に
及

ぶ
こ

と
が

記
載

さ
れ

て
い

る
か

２
．

備
考 1

2
：
●

月
交

付
決

定
予

定
1
7

：
●

月
計

画
変

更
予

定

1
0

産
業

振
興

施
設

、
観

光
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ
ン

施
設

、
農

林
漁

業
経

営
近

代
化

の
共

同
利

用
施

設
は

（
公

営
企

業
会

計
実

施
事

業
を

除
く

）
、

独
立

採
算

性
が

困
難

な
事

業
で

あ
る

か
。

－

8
補

助
金

は
公

共
的

団
体

に
対

す
る

も
の

で
あ

る
か

。
　

（
道

路
公

団
、

土
地

開
発

公
社

、
社

会
福

祉
法

人
、

商
工

会
、

農
業

協
同

組
合

な
ど

）
－

9
・
負

担
金

は
県

、
一

部
事

務
組

合
、

広
域

連
合

が
実

施
す

る
事

業
に

か
か

る
も

の
で

あ
る

か
。

・
土

地
改

良
事

業
に

か
か

る
負

担
金

に
つ

い
て

は
、

「
国

営
及

び
都

道
府

県
営

土
地

改
良

事
業

に
お

け
る

地
方

公
共

団
体

の
負

担
割

合
の

指
針

」
に

定
め

ら
れ

た
割

合
か

。
－

－

6
解

体
撤

去
費

が
含

ま
れ

る
場

合
、

運
用

要
綱

に
合

致
し

て
い

る
か

。
（
原

則
：
既

存
建

物
を

撤
去

し
な

い
と

施
設

の
新

増
築

が
で

き
な

い
）

－
－ －

7
事

務
費

算
入

率
は

適
正

か
。

（
補

助
基

準
o
r単

独
の

場
合

2
.7

5
％

）
※

補
助

金
の

事
務

費
が

廃
止

さ
れ

た
も

の
に

つ
い

て
は

運
用

要
綱

に
定

め
る

額
の

範
囲

内
か

。
－

備
品

購
入

費
は

2
0
万

円
以

上
、

耐
用

年
数

５
年

以
上

か
。

－

5
用

地
の

取
得

が
含

ま
れ

る
場

合
、

運
用

要
綱

に
合

致
し

て
い

る
か

。
（
原

則
：
次

年
度

に
施

設
建

設
が

確
実

に
見

込
ま

れ
る

）
－

少
額

備
品

は
含

ま
れ

て
い

な
い

か
○

3

補
助

申
請

及
び

実
績

報
告

業
務

経
費

は
含

ま
れ

て
い

な
い

か
○

当
初

予
算

1
7

　
例

）
　

消
化

器
、

カ
ー

テ
ン

、
厨

房
機

器
な

ど
○

－
9
,0

0
0
千

円

５
ｍ

／
　

1
0
0
ｍ

○
当

該
事

業
の

該
当

箇
所

は
添

付
さ

れ
て

い
る

か
(過

疎
債

は
本

文
中

の
表

）

○ 1
0
％

以
内

一
般

的
調

査
費

等
は

含
ま

れ
て

い
な

い
か

○
3
5
年

以
内

　
例

）
　

事
前

調
査

、
基

本
設

計
な

ど
○

1
6

○

1
0
0
%

車
両

購
入

に
お

け
る

登
録

手
数

料
等

は
含

ま
れ

て
い

な
い

か
－

1
0
,0

0
0
千

円

　
例

）
　

登
録

手
数

料
、

車
検

料
、

自
動

車
重

量
税

、
自

賠
責

保
険

、
車

検
代

行
手

数
料

等

　
例

）
　

通
常

1
0
0
％

以
内

、
公

営
企

業
債

対
象

は
5
0
％

以
内

、
集

落
再

編
整

備
の

た
め

の
住

宅
7
5
％

以
内

台
帳

作
成

経
費

は
含

ま
れ

て
い

な
い

か
○

起
債

予
定

額
に

1
0
万

円
未

満
の

端
数

は
つ

い
て

い
な

い
か

。

事
業

名

2
1
3

国
庫

支
出

金
、

県
支

出
金

な
ど

は
適

切
に

控
除

さ
れ

て
い

る
か

。
（
県

一
括

交
付

金
、

国
直

轄
事

業
）

○
○ ○

1
4

充
当

率
は

何
％

か

1
過

疎
債

・
辺

地
債

の
対

象
事

業
（
別

紙
　

対
象

事
業

一
覧

表
）
の

該
当

番
号

は
何

に
か

②
１

国
、

県
の

補
助

事
業

の
場

合
補

助
率

は
適

正
か

。
○

補
助

事
業

の
採

択
状

況
は

ど
う

か
。

(交
付

決
定

済
、

交
付

申
請

済
、

内
示

済
等

）
交

付
申

請
済

●
●

線
道

路
改

修
事

業

　
　

令
和

  
 年

度
　

過
疎

債
・
辺

地
債

　
起

債
ヒ

ア
リ

ン
グ

チ
ェ

ッ
ク

表

日
時

○
○

対
策

事
業

債
団

体
名

担
当

者
名

該
当
が
無
い
場
合
は

「
－
」
を
記
入

今
後
の
予
定
等

記
載
例
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１　辺地債 ２　過疎債 （単位：千円）

収入の計（Ａ）

１　職員給与費

　　基本給

　　その他

２　物件費

　　賃金

　　旅費

　　需用費

　　役務費

　　備品購入費

　　その他

３　維持修繕費

４　公債費

　　償還元金

　　支払利息

５　その他の支出

　　支出計（Ｂ）

収支比率(A)/(B)×100(％)

施設名： 都道府県名：

市町村名：

差引（Ａ）－（Ｂ）

積　　算　　内　　訳

経常収支の見込調

区　　　　　　分

起債区分

金　　　　　額

１　使用料又は料金収入

２　その他の収入
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経常収支の見込調　記載要領

１　本表は、市町村が自ら行う地場産業の振興に資する施設、観光又はレクリエーションに関す
る施設及び農業（畜産業を含む。）、林業又は漁業の経営の近代化のための施設について作成
すること。

２　本表は、平年度化された年度について作成すること。

３　「積算内訳」の欄は、詳細に記載すること。

４　使用料又は料金を徴収しない場合は、その理由を「積算内訳」の欄に記載すること。

５　「その他の収入」及び「その他の支出」の欄は、繰入金及び繰出金を除くその他の収入及
　びその他の支出を記載すること。

６　「公債費」の欄は、辺地対策事業債の場合は充当額の２０％、過疎対策事業債の場合は
　３０％に係る元利償還額（平年ベース）を記載すること。

７　「収支比率(A)／(B)×100（％）」の欄は、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位まで
　記載すること。

８　本表の変更（修正）は見え消しで修正すること。
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起
債

区
分

１
　

辺
地

債
２

　
過

疎
債

単
位

：
千

円
、

％

国
　

 庫
支

出
金

県
支

出
金

分
担

金
又

は
負

担
金

地
方

債
県

貸
付

金
そ

の
他

計
（
Ｂ

）
事

業
の

概
要

負
担

金
又

は
補

助
金

に
係

る
事

業
概

要
書

都
道

府
県

名
：

市
町

村
名

：

控
除

す
る

財
源

の
内

訳

事
業

実
施

団
体

の
自

己
負

担
額

(A
)－

(B
)＝

（
Ｃ

）

事
業

実
施

団
 体

 名
施

設
名

対
象

事
業

費
(A

)

（
Ｃ

）
の

う
ち

辺
地

債
・
過

疎
債

を
財

源
と

す
る

市
町

村
の

補
助

・
負

担
金

（
D

）

負
担

額
(D

)／
（
Ｃ

）
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１　本表は、公共的団体に対する負担金又は補助金について、辺地及び過疎対策事業債を
　充当した場合は、当該負担金又は補助金に係る事業について記載すること。

２　「施設名」の欄は具体的に記載すること。

３　「対象事業費」の欄は、対象事業費と実施事業費が異なる場合に実施事業費を（　）書き
　すること。

４　「負担率Ｄ／Ｃ」の欄は、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位まで記載すること。

５　「事業の概要」の欄には、次の事項について記載すること。
 (1)　事業の規模
　　　建物の面積、構造、農道及び林道の延長、幅員（全幅）、車両（船舶）の台（隻）数、トン
　　数、定員、施設利用世帯数、用地費（道路用地等従来から対象とされていたものは除く）
　　又は人員（見込）等
 (2)  単価（実施単価及び補助単価）
 (3)  継続事業に係る総事業費
 (4)　国庫補助（負担）事業については、当該国庫補助（負担）金の交付要領等に基づく事
　　業名（国庫補助金の名称）及び国庫補助（負担）基本額
　　　 なお、農林漁業経営近代化施設に係る国庫補助（負担）事業名については、当該補
　　助金等の交付要領等に基づき、「大区分」、「中区分」、「小（細）区分」まで記載すること。

６　本表の変更（修正）は、見え消しで修正すること。

負担金又は補助金に係る事業概要書　記載要領
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出
　
資
　
金
　
に
　
関
　
す
　
る
　
調
　
書
　
　
(過
疎
債
）
都
道
府
県
名
：

市
町
村
名
：

区
分

総
額 Ａ

構
成
比

（
％
）

当
該
地
方

公
共
団
体

出
資
額
Ｂ

構
成
比

（
％
）

そ
の
他
地

方
公
共
団

体
出
資
額

Ｃ

構
成
比

（
％
）

小
計

(B
+
C
）

D

構
成
比

（
％
）

公
共
的
団

体
出
資
額

Ｅ

構
成
比

（
％
）

小
計

(Ｄ
＋
E
）

Ｆ

構
成
比

（
％
）

民
間

出
資
額
G

構
成
比

（
％
）

そ
の
他

H
=
A
-
B
-
C
-

E
-
G

構
成
比

（
％
）

団
体

総
数

左
の
う
ち
の

常
勤
者
数

当
該
地
方

公
共
団
体

退
職
者
数

左
の
う
ち
の

常
勤
者
数

地
方
公
共
団

体
出
向
者

左
の
う
ち
の

常
勤
者
数

そ
の
他

左
の
う
ち
の

常
勤
者
数

総
数

左
の
う
ち
の

常
勤
者
数

地
方
公
共
団

体
退
職
者

左
の
う
ち
の

常
勤
者
数

地
方
公
共
団

体
出
向
者

左
の
う
ち
の

常
勤
者
数

そ
の
他

左
の
う
ち
の

常
勤
者
数

（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）

（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）
（
　
　
　
　
）

地
方
公
共
団
体
の
財
政
的
支
援
（
平
成
　
年
　
月
　
日
現
在
）

補
助
金
・

負
担
金

貸
付
金

職
　
　
　
員
　
　
　
数
　
　
　
　
（
人
）

支
　
　
援
　
　
方
　
　
法 そ
の
他

出
　
　
　
資
　
　
　
金
　
　
　
額
　
　
　
（
千
円
）

出
資
（
予
定
）
年
月
日

収 支 の 状 況

累 積 収 支 の 状 況

損 失 補 償

法
人
形
態

総
　
　
計

う
ち
当
該

市
町
村

関
係
者

設
置
（
予
定
）
年
月
日

区
　
　
分

役
　
　
　
員
　
　
　
数
　
　
　
　
（
人
）

代
表
者
（
予
定
）

法
　
人
　
の
　
名
　
称

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１
　
第
１
号
に
規
定
す
る
法
人

２
　
第
２
号
に
規
定
す
る
法
人

当
該
法

人
に
出

資
す
る
地

方
公
共

団
体
数

法
人
の
主
要
業
務
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地
方

公
共

団
体

退
職

者

そ
の

他

出
資

金
に

関
す

る
調

書
(

過
疎

債
）

記
載

要
領

　
(1

)　
常

勤
の

役
員

・
職

員
を

内
数

と
し

て
記

入
す

る
欄

は
、

専
ら

当
該

法
人

の
業

務
に

常
時

従
事

  
　

 し
て

い
る

者
を

記
入

す
る

こ
と

。
　

 　
　

常
勤

か
否

（
非

常
勤

）
か

の
判

断
基

準
は

、
次

に
よ

る
こ

と
。

　
 　

　
①

　
本

来
、

地
方

公
共

団
体

の
職

員
で

あ
る

者
が

当
該

法
人

の
役

職
員

を
兼

務
し

、
双

方
の

　
 　

　
　

業
務

を
適

宜
処

理
し

て
い

る
よ

う
な

場
合

は
非

常
勤

と
し

て
取

り
扱

う
こ

と
。

　
 　

　
②

　
２

以
上

の
地

方
公

社
等

の
役

職
員

を
兼

務
し

（
地

方
公

社
の

理
事

と
純

民
間

法
人

の
取

　
 　

　
　

締
役

を
兼

務
し

て
い

る
よ

う
な

場
合

を
含

む
。

）
。

双
方

の
業

務
を

適
宜

処
理

し
て

い
る

よ
う

　
 　

　
　

な
場

合
は

、
報

酬
・
給

料
の

負
担

を
し

て
い

る
法

人
の

常
勤

役
職

員
と

す
る

こ
と

。
　

(2
)　

複
数

の
法

人
等

が
給

料
を

負
担

し
て

い
る

場
合

は
、

負
担

額
が

最
も

多
い

法
人

の
常

勤
役

　
　

 職
員

と
し

、
同

額
の

場
合

は
当

初
の

採
用

先
の

法
人

の
常

勤
役

職
員

と
す

る
こ

と
。

　
(3

)　
い

わ
ゆ

る
三

役
（
都

道
府

県
知

事
、

市
町

村
長

、
副

知
事

、
助

役
、

出
納

長
、

収
入

役
）
の

取
　

　
 り

扱
い

は
、

次
に

よ
る

こ
と

。
　

　
　

　
三

役
は

地
方

公
共

団
体

の
職

員
と

し
て

整
理

し
、

現
に

三
役

で
あ

る
者

に
つ

い
て

は
「
地

方
　

 　
公

共
団

体
出

向
者

」
、

前
職

が
三

役
で

あ
っ

た
者

に
つ

い
て

は
「
地

方
公

共
団

体
退

職
者

」
と

し
　

 　
て

整
理

す
る

こ
と

。
　

　
　

　
な

お
、

「
地

方
公

共
団

体
の

職
員

」
と

は
、

一
般

職
の

職
員

並
び

に
特

別
職

の
う

ち
い

わ
ゆ

 　
　

る
三

役
及

び
公

営
企

業
管

理
者

を
い

い
、

そ
の

他
の

特
別

職
は

「
地

方
公

共
団

体
の

職
員

」
に

　
 　

含
ま

れ
な

い
こ

と
。

　
(4

)　
(　

）
内

に
は

、
当

該
法

人
が

報
酬

・
給

与
を

支
給

し
て

い
る

役
職

員
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

９
　

「
設

立
（
予

定
）
年

月
日

」
は

、
当

該
法

人
の

設
立

（
予

定
）
年

月
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

1
0
　

「
出

資
（
予

定
）
年

月
日

」
は

、
今

回
の

出
資

年
月

日
を

記
入

す
る

こ
と

。
な

お
、

当
該

地
方

公
　

共
団

体
が

法
人

設
立

当
初

か
ら

出
資

に
参

加
し

て
い

る
場

合
等

は
、

今
回

の
出

資
を

除
く
直

近
　

の
出

資
し

た
年

月
日

を
（
　

）
書

き
す

る
こ

と
。

1
1
　

「
収

支
の

状
況

」
は

、
直

近
の

決
算

額
を

記
入

す
る

こ
と

、
な

お
、

設
立

後
間

も
な

い
法

人
で

　
本

来
の

業
務

開
始

す
る

に
至

っ
て

い
な

い
場

合
は

「
－

」
を

記
入

す
る

こ
と

。

1
2
　

「
累

計
収

支
の

状
況

」
は

、
直

近
の

決
算

に
お

け
る

当
期

末
未

処
理

利
益

金
（
欠

損
金

）
の

額
　

を
記

入
す

る
こ

と
。

1
3
　

既
設

の
法

人
に

つ
い

て
、

出
資

す
る

場
合

は
、

「
地

方
公

共
団

体
の

財
政

的
支

援
」
に

つ
い

　
て

、
次

に
よ

り
記

入
す

る
こ

と
。

　
(1

)　
「
損

失
補

償
」
は

、
当

該
法

人
に

対
し

て
、

損
失

補
償

契
約

を
締

結
し

て
い

る
（
又

は
予

定
し

　
　

て
い

る
）
場

合
は

、
そ

の
額

を
記

入
す

る
こ

と
。

　
(2

)　
「
支

援
方

法
」
は

、
当

該
地

方
公

共
団

体
が

実
際

に
行

っ
て

い
る

（
又

は
予

定
し

て
い

る
）
損

　
　

 失
補

償
以

外
の

財
政

的
支

援
に

つ
い

て
該

当
す

る
項

目
に

そ
の

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
　

　
　

　
ま

た
、

「
そ

の
他

」
に

は
、

そ
の

内
容

を
記

入
す

る
こ

と
。

1
4
　

既
設

の
法

人
に

対
す

る
出

資
の

場
合

は
、

平
成

2
3
年

4
月

1
日

現
在

に
お

け
る

定
款

、
規

約
、

　
　

平
成

2
2
年

度
の

決
算

書
及

び
業

務
報

告
書

を
添

付
す

る
こ

と
。

1
　

本
表

は
、

本
年

度
第

三
セ

ク
タ

ー
等

の
法

人
に

対
し

て
、

過
疎

対
策

事
業

債
を

充
当

し
て

出
資

 す
る

団
体

は
必

ず
作

成
す

る
こ

と
。

２
　

「
区

分
」
は

、
過

疎
対

策
事

業
債

を
充

当
し

て
出

資
す

る
法

人
に

つ
い

て
、

該
当

す
る

も
の

に
○

　
を

付
す

こ
と

。
　

　
「
１

　
第

１
号

に
規

定
す

る
法

人
」
と

は
、

当
該

出
資

金
の

出
資

先
が

過
疎

地
域

自
立

促
進

特
　

措
置

法
施

行
令

（
平

成
1
2
年

政
令

第
1
7
5
号

）
第

6
条

第
1
項

第
１

号
に

規
定

す
る

法
人

を
い

い
、

　
「
２

　
第

2
号

に
規

定
す

る
法

人
」
と

は
、

同
施

行
令

同
条

同
項

第
2
号

に
規

定
す

る
法

人
を

い
う

。

３
　

「
法

人
の

名
称

」
は

、
正

式
名

称
に

よ
り

記
入

す
る

こ
と

。
な

お
、

名
称

中
の

株
式

会
社

、
財

団
　

法
人

等
に

つ
い

て
は

記
入

を
省

略
す

る
こ

と
。

４
　

「
法

人
の

形
態

」
は

、
株

式
会

社
、

有
限

会
社

、
合

資
会

社
、

合
名

会
社

、
財

団
法

人
等

を
記

 入
す

る
こ

と
。

５
　

「
代

表
者

（
予

定
）
」
は

、
法

人
の

代
表

者
（
社

長
、

理
事

長
等

の
経

営
上

の
最

高
責

任
者

を
い

　
う

。
）
が

地
方

公
共

団
体

の
首

長
等

で
あ

る
場

合
は

職
名

を
（
　

）
書

き
す

る
こ

と
。

６
　

「
法

人
の

主
要

業
務

」
は

、
複

数
の

業
務

を
行

っ
て

い
る

法
人

の
場

合
は

、
当

該
出

資
金

に
係

　
る

業
務

○
で

囲
む

こ
と

。

７
　

「
出

資
金

額
（
千

円
）
」
の

「
民

間
出

資
額

」
は

、
民

間
法

人
又

は
商

法
法

人
の

、
「
そ

の
他

」
は

　
個

人
の

出
資

額
及

び
出

資
割

合
を

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

こ
と

。

８
　

「
役

員
数

（
人

）
」
、

「
職

員
数

（
人

）
」
は

、
次

の
区

分
に

よ
り

記
入

す
る

こ
と

。
な

お
、

職
員

の
う

　
ち

臨
時

職
員

及
び

嘱
託

職
員

は
、

職
員

数
に

算
入

し
な

い
こ

と
。

  
 地

方
公

共
団

体
の

職
員

で
あ

っ
た

も
の

で
、

地
方

公
共

団
体

へ
の

復
帰

予
定

が
な

い
者

地
方

公
共

団
体

出
向

者
　

地
方

公
共

団
体

の
職

員
で

あ
っ

た
者

か
又

は
現

に
地

方
公

共
団

体
の

職
員

の
身

分
と

併
有

す
る

者
で

、
地

方
公

共
団

体
へ

の
復

帰
予

定
が

あ
る

者
（
休

職
、

出
向

等
に

よ
り

当
該

法
人

の
業

務
に

携
わ

っ
て

い
る

者
、

辞
令

上
退

職
派

遣
し

て
い

る
が

将
来

地
方

公
共

団
体

に
復

帰
予

定
が

あ
る

者
等

）

　
上

記
以

外
の

者
（
プ

ロ
パ

ー
職

員
、

地
方

議
会

の
職

員
、

学
識

経
験

者
、

民
間

出
資

関
係

者
等

）
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沖
縄
県
企
画
部

地
域
・
離
島
課

事
業
概
要
資
料
・
図
面
等

予
算
議
決
書
（
地
方
債
部
分
）

過
疎
計
画
（
該
当
箇
所
）

起
債
計
画
書

起
債
ヒ
ア
リ
ン
グ
チ
ェ
ッ
ク
表

事
務
費
算
定
根
拠
資
料
・
そ
の
他

出
資
金
に
関
す
る
調
書

負
担
金
等
に
係
る
事
業
概
要
書

経
常
収
支
見
込
調

交
付
決
定
書
（
申
請
書
・
内
示
）

事
業
概
要
資
料
・
図
面
等

予
算
議
決
書
（
地
方
債
部
分
）

過
疎
計
画
（
該
当
箇
所
）

起
債
計
画
書

A事
業

B事
業

事
業
概
要
資
料
・
図
面
等

予
算
議
決
書
（
地
方
債
部
分
）

辺
地
計
画
（
該
当
箇
所
）

起
債
計
画
書

起
債
ヒ
ア
リ
ン
グ
チ
ェ
ッ
ク
表

そ
の
他

事
務
費
算
定
根
拠
資
料

負
担
金
等
に
係
る
事
業
概
要
書

経
常
収
支
見
込
調

交
付
決
定
書
（
申
請
書
・
内
示
）

事
業
概
要
資
料
・
図
面
等

予
算
議
決
書
（
地
方
債
部
分
）

辺
地
計
画
（
該
当
箇
所
）

起
債
計
画
書

起
債
ヒ
ア
リ
ン
グ
チ
ェ
ッ
ク
表

起
債
協
議
等
一
覧
表

辺
地
債
・
過
疎
債
の
資
料
の
編
綴
方
法

申
請
一
覧
表

該
当
が

あ
る
場
合

・ ・ ・ ・

総
括
表

A事
業

B事
業

辺
地
債
の
場
合

・ ・ ・

総
括
表

過
疎
債
の
場
合

起
債
ヒ
ア
リ
ン
グ
チ
ェ
ッ
ク
表

過
疎
債
付
表
様
式

21

起
債
協
議
等
一
覧
表

申
請
一
覧
表

該
当
が

あ
る
場
合

事
業
ご
と
に

事
業
名
を
記

載
し
た
イ
ン

デ
ッ
ク
ス
を

作
成
し
て
く

だ
さ
い
。
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沖縄県企画部
地域・離島課　作成

１  変更手続き

(１)辺地対策事業債予定額を超える変更

①変更計画案の作成 ② 県知事への変更協議 ③ 県知事からの回答 ④議会の議決

⑤総務大臣へ提出のための県知事への進達依頼 ⑥県知事から総務大臣への進達

(２)計画期間内において施設毎、事業主体毎に辺地対策事業債の予定額の範囲を超えない変更

①変更計画案の作成 ②議会の議決または長の決裁による計画変更 ③県知事への報告

２  策定手続き

上記１(１)の変更手続を準用する

３  提出書類（ＰＤＦデータ送信）

変更協議 進達依頼 報    告

○ ○ ○

○ ○ ○

辺地度点数算定表 ○ ○ ○

○ × ○

辺地地域を示す図面 ○ × ○

議会の議決書の写し × ○ ○(※)

(※)議決した場合のみ

４　提出方法　

別添の令和４年１月１４日付け総務省からの事務連絡によるＰＤＦデータ送信。

(留意事項)

１  県知事への変更及び策定協議は、議会の日程等を考慮して余裕を持って行うこと(議会提案の１ヶ月前程度)。

２  データはすべてＡ４判とすること。

３  計画変更においては、計画書及び概要の新旧対照表の変更箇所にアンダーラインを引くこと。

４  変更を行う際には、事前に県の担当者と調整を行うこと。

辺地に係る総合整備計画の手続

計画期間内において施設毎、事業主体毎に辺地対策事業債の予定額の範囲を超える変更や、施設名を新たに追加
する場合も含む。

(注)
進達依頼の場合
は、県知事への進
達依頼文書と総務
大臣への提出文書
をデータ送信する
こと。

総合整備計画書(変更後のもの)及び同計画書の新旧対照表

辺地別公共的施設整備計画の概要(変更後のもの)及び
新旧対照表

辺地に係る地域の中心点及び辺地度点数の算定に関する
各要素を記入した図画等
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1 
 

事 務 連 絡  
令和４年１月１４日 

 
各都道府県辺地対策担当課 御中 

 
総務省自治財政局財務調査課  

 
 

辺地に係る公共的施設の総合的な整備に関する財政上の計画の提出について 
 

市町村は、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律
（昭和 37年法律第 88 号。以下「法」という。）第３条第５項及び辺地に係る公共的施設の
総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律施行令（昭和 37 年政令第 301 号）第３
条の規定により、法第３条第１項に定める辺地に係る公共的施設の総合的な整備に関する
財政上の計画（以下「総合整備計画」という。）を定めたときは、都道府県を経由して、こ
れを総務大臣に提出することとされていますが、その手続については、下記のとおりとしま
すので、ご対応の方よろしくお願いします。 
 

記 
 
1. 提出文書について 

提出文書については、原則として電子データで提出してください。 
① 都道府県知事から総務大臣宛の進達文書（事務次官通知※１別記第四号様式） 
② 市町村長から総務大臣宛の進達文書（事務次官通知※１別記第二号様式又は第五

号様式） 
③ 総合整備計画（必要様式及び添付書類を含む、規則※２別記様式） 
④ 議決書の写し 

※１ 「辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する
法律施行令及び同法施行規則の運用について」（昭和 37 年７月 27日付自治乙
再発第８号自治事務次官通知） 

※２ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法
律施行規則（昭和 37 年自治省令第 14 号） 
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2 
 

2. 提出先及び提出方法等について 
(1) 提出先 

 総務省自治財政局財務調査課 渡邊 <k12.watanabe@soumu.go.jp> 

(2) 提出方法 
電子メールにて、上記担当まで提出してください。 
（総務省の電子メールの受信データ量の上限は１通あたり 10MB となっておりま
すのでデータ量がこれを超える場合は、ファイルを分割して送信いただくか、総務
省の大容量ファイル転送システムにより提出してください（総務省のシステムの
使用する場合は、担当までご連絡ください）。） 

(3) ファイル形式及びファイル名 
ア 公文書と計画の本文をそれぞれ別ファイルとしてください。 
イ 計画を PDF データ化する場合は、印刷した紙媒体をスキャナー等で PDF 化

するのでなく、電子データを PDF化し、PDFの検索機能等が使用できるよう
にしてください。 

ウ ファイル名は、次の例を参考に「地方公共団体コード（半角数字※）、市町村
名、文書の内容」としてください。      ※都道府県は２桁、市町村は６桁 
（例）「01 北海道 進達（公文書）」、「011002 札幌市 進達（公文書）」 

「011002 札幌市 ○○辺地（計画本文）」 
「011002 札幌市 ○○辺地（議決書写）」 

 
3. その他 

(1) ご提出いただく公文書につきましては、「「辺地に係る公共的施設の総合整備のた
めの財政上の特別措置等に関する法律施行令及び同法施行規則の運用について」
の一部改正について」（令和 3 年 4 月 1 日付総財務第 44 号総務事務次官通知）で
お知らせしているとおり、各自治体の文書規則に基づき、押印不要として取り扱っ
ていただいても差し支えありません。 

(2) その他不明な点等については、担当までご連絡ください。 
 

 
 

総務省自治財政局財務調査課助成係 
TEL：03-5253-5648（直通） 

32



過
疎
地
域
持
続
的
発
展

市
町
村
計
画
（
第
8
条
）

市
町
村

都
道
府
県

国

（
第
7
条
第
4
項
）

過
疎
地
域
持
続
的
発
展

都
道
府
県
計
画 （第
9
条
）

（
第
8
条
第
7
項
）

関
係
行
政
機
関
の
長

（
第
7
条
第
6
項
）

協
議

同
意

（
第
7
条
第
4
項
）

協
議

（
第
9
条
第
4
項
）

提
出

（
第
8
条
第
8
項
）

提
出

関
係
行
政
機
関
の
長

通
知

意
見

（
第
8
条
第
9
項
）

（
第
9
条
第
5
項
）

総
務
大
臣

農
林
水
産
大
臣

国
土
交
通
大
臣

内
閣
総
理
大
臣
（
こ
ど
も
家
庭
庁
）

文
部
科
学
大
臣

厚
生
労
働
大
臣

経
済
産
業
大
臣

環
境
大
臣

市
町
村
の
各
年
度

事
業
実
施

都
道
府
県
の
各
年
度

事
業
実
施

方
針
に
基
づ
き

方
針
に
基
づ
き

議
会
の
議
決

（
第
8
条
第
1
項
）

過
疎

地
域

持
続

的
発

展
市

町
村

計
画

等
の

策
定

フ
ロ

ー
図
【

R5
.4
.1

～
】

過
疎
地
域
持
続
的
発
展
方
針

（
第
7
条
）

①

②
協
議

③
策
定

④

⑤

⑥

⑧

策
定

⑦

策
定

⑤

⑥

公
表 公
表

公
表

（
第
7
条
第
5
項
）

（
第
9
条
第
4
項
）

（
第
8
条
第
8
項
）

総
務
大
臣

農
林
水
産
大
臣

国
土
交
通
大
臣

内
閣
総
理
大
臣
（
こ
ど
も
家
庭
庁
）

文
部
科
学
大
臣

厚
生
労
働
大
臣

経
済
産
業
大
臣

環
境
大
臣

（
策
定
し
て
い
な
い
場
合
）

策
定
の
要
請

※
市
町
村
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
、
計
画
策
定
の
規
定
を
準
用
（
第
8
条
第
1
0
項
）
。
都
道
府
県
計
画
の
変
更
も
、
計
画
策
定
の
規
定
を
準
用
（
第
9
条
第
5
項
）
。

○
過
疎
対
策
事
業
に
対
す
る
各
種
財
政
措
置
等
を
受
け
る
た
め
に
は
、
方
針
・
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
が
必
要
。
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